
生成人工知能（生成AI）の技術進化に伴い、日本企業のマーケティング分野における活用が急速に拡
大している。本報告書では、2023年から2025年にかけての国内主要企業の実践事例を網羅的に分析
し、技術導入の現状と未来像を探る。デジタル広告の革新から商品開発の変容、顧客体験のパーソナ
ライゼーションまで、多角的な視点でその影響力を検証する。

伊藤園は2024年、茶飲料CMに生成AIが作成した仮想人物モデルを起用した 。従来のモデルキャ
スティングコストを最大70%削減するとともに、SNS上で200万以上のエンゲージメントを獲得する
成果を上げた 。この取り組みでは、AIが生成した人物の表情や動きの自然さが重要な課題であった
が、ディープラーニング技術の進化により人間と見分けがつかない品質を実現している 。

パルコの事例では、2023年秋のコレクション広告動画を完全AI生成で制作 。モデル撮影を廃止し
たことで制作期間を従来比1/3に短縮し、ファッション業界で初めてAI生成動画が商業広告として採
用された 。背景デザインから音楽生成までをEnd-to-EndのAIシステムで処理する手法は、業界の
新しい基準を確立した 。

データアーティストと電通が共同開発した「ADVANCED CREATIVE MAKER」は、過去10年間の広
告パフォーマンスデータを学習し、5秒ごとに新規バナー広告を生成するシステムである 。2024年
の実証実験では、クリック率が人間制作広告比で平均23%向上し、特に金融商品広告では40%の改
善効果を記録した 。この技術は、リアルタイムの市場反応に即応する動的広告配信システムの基盤
として期待されている。

キリンビールが2023年に導入した「AIペルソナシステム」は、消費者インタビュー500時間分のデ
ータを基に商品コンセプトを生成する 。従来50時間かかっていたコンセプト策定プロセスを3時間
に短縮し、2024年発売の「氷結AIエディション」では市場シェアを前年比15%拡大させる成果を上
げた 。AIが提案する「若年層向け低糖質フレーバー」などのアイデアが、実際の商品開発に直接反
映された初の事例である 。

日本企業のマーケティングにおける生成AI活用事例
の総合分析
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伊藤園は2023年9月、生成AIを活用した「お～いお茶 カテキン緑茶」のパッケージデザインを発表
。AIが生成した2000以上のデザイン案から選定された5パターンが実際に商品化され、若年層購

買率が従来品比30%増加した 。色彩心理学と購買行動データを組み込んだAIアルゴリズムが、従
来のデザイナー中心のプロセスを変革した代表例である 。

日本コカ・コーラが2024年に展開した「Create Real Magic」キャンペーンでは、消費者が生成AIで
作成したデジタルアートを実際の屋外広告に採用 。10万件以上のユーザー生成コンテンツが収集さ
れ、そのうち1500点が全国のデジタルサイネージで表示された 。参加者のうち68%がSNSでキャ
ンペーンを拡散し、ブランド認知度が前年比45%上昇する効果を生んだ 。

KDDIが2024年4月に導入したAIチャットボットシステムは、自然言語処理技術を高度化した第3世代
の生成AIを採用 。顧客問い合わせ対応時間を平均4分から40秒に短縮し、解決率を89%まで向上
させた 。特に技術サポート分野では、AIがネットワーク設定のトラブルシューティングをリアルタ
イムで指導する機能が評価されている 。

LIFULLが2023年に開発した不動産需要予測AIは、生成型アルゴリズムを用いて1万通りの市場シナリ
オをシミュレーション 。地域別の物件需要を95%の精度で6か月先まで予測し、空室率を従来比
22%改善した 。この技術は、生成AIが時系列データの非線形パターンを学習する能力を実証した
画期的な事例である 。

ベネッセホールディングスは2024年、教育コンテンツ制作プロセスに生成AIを全面導入 。教材の
テキスト生成から図表作成までをAIが担当し、1コンテンツあたりの制作時間を200時間から50時間
に短縮した 。特に算数教材の作問生成AIは、難易度調整を自動化することで教育効果を23%向上
させた 。
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アドビの2024年調査によると、日本企業の41%が生成AIコンテンツの正確性を主要懸念事項と指摘
。これに対応し、サントリーは2024年6月に「AIクオリティコントロールフレームワーク」を開

発 。生成コンテンツの事実検証プロセスを自動化し、誤情報混入率を0.03%以下に抑制すること
に成功した 。

海邦銀行が2024年に策定した「生成AI倫理綱領」では、金融商品説明文の自動生成に関する128項目
のガイドラインを設定 。AIが生成した投資推奨文書のリスク説明部分を3段階で検証するシステム
を導入し、金融庁から業界モデルとして認められた 。

アドビの国際比較調査（2024年）では、日本企業の生成AI画像利用率が27%と、インド（61%）、
米国（58%）を大きく下回る 。この要因として、伝統的なデザイン文化とAI生成コンテンツの親
和性の低さが指摘されている 。一方、パルコの事例に見るように、日本独自の美的感覚を組み込ん
だAIモデルの開発が新たな潮流として注目を集めている 。

2025年以降、小売業界では生成AIを活用した仮想試着システムが普及拡大が見込まれる。アパレル
ブランドのZOZOが開発中の「3Dボディジェネレータ」は、顧客の体型データから2000種類の仮想
コーディネートを生成する技術をテスト中である 。

経済産業省の推計によると、2026年までに生成AIを活用できるマーケティング専門人材が15万人不
足すると予測されている 。これに対し、電通グループが2024年に開講した「AIマーケティングア
カデミー」では、6か月間の実践プログラムで2000人以上の認定者を輩出している 。

日本企業の生成AI活用は、2025年現在で初期成熟段階に達しつつある。広告クリエイティブの自動
生成から市場予測モデルまでの多岐にわたる応用事例が、業務効率化と収益拡大の両面で成果を上げ
ている。今後の課題は、生成コンテンツの品質保証システムの標準化と、人間の創造性との協働プロ
セスの確立にある。生成AIがマーケティングの民主化を推進する中、日本企業独自の文化的文脈を反
映した技術進化が競争優位性の鍵を握ると結論付けられる。
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